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３．３ ロボット技術を取り入れた橋梁点検指針（案） 

自治体が管理する長大コンクリート橋の点検にロボット技術を取り入れることを目指して，大

学関係者，岐阜県コンサルタンツ協会，国土交通省，岐阜県などからの参加を得て委員会を組織

し，「ロボット技術を取り入れた橋梁点検指針（案）」を作成した。 

 

(１)新しい橋梁点検技術の適用性評価委員会の設置 

１) 設置目的 

新しい橋梁点検技術の適用性評価委員会（以下，評価委員会）では，地方自治体が管理す

るコンクリート橋梁に対して，ロボット技術を取り入れた橋梁点検技術の適用性について，

検討・評価を実施し，「ロボット技術を取り入れた橋梁点検指針」を作成する。 

２) 委員会構成 

評価委員会の構成を表-3.3.1 に示す。なお，評価委員会で検討・審議する資料は，橋梁点

検適用性評価 WG（表-3.3.2）が検討・作成する。 

表-3.3.1 新しい橋梁点検技術の適用性評価委員会 

役 割 氏  名 所   属 備   考 

顧  問 藤野 陽三 横浜国立大学先端科学高等研究院 SIP プログラムディレクター 

委 員 長 六郷 恵哲 岐阜大学工学部 

SIP 実装プロジェクト 

副委員長 沢田 和秀 岐阜大学工学部 

委 員 

森本 博昭 岐阜大学工学部 

國枝  稔 岐阜大学工学部 

木下 幸治 岐阜大学工学部 

細江 育男 大日コンサルタント 岐阜県コンサルタンツ協会 

新田 恭士 国土交通省総合政策局 SIP 支援・ロボット推進 

信田 佳延 科学技術振興機構 SIP インフラ維持管理の担当部局 

川瀬 智彦 岐阜県建設研究センター SIP 支援・ICT 普及 

オブ 

ザーバー 

宮武 晃司 内閣府参事官 科学技術・イノベーション担当 

西村 栄司 中部地方整備局 道路部 道路保全企画官 

谷口 孝司 中部地方整備局 企画部 機械施工管理官 

国枝 清量 岐阜県 県土整備部技術検査課 建設技術企画監 

滝 真一 岐阜県 県土整備部道路維持課 道路管理企画監 

事務局 
羽田野英明 

岐阜大学工学部 SIP 実装プロジェクト 
大野 知子 
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(２)委員会の審議内容 

１) 第１回委員会（平成 29年 7月 25 日） 

・適用性評価委員会の構成と活動予定 
・フィールド試験から得られた点検技術の現状と課題の報告・審議 
・ロボット技術を取り入れた橋梁点検指針（案）の構成・骨子の審議 

２) 第２回委員会（平成 29年 9月 1 日） 

・第 1 回議事録の確認 
・ロボット技術を取り入れた橋梁点検指針（案）の審議 

ロボット技術による橋梁点検支援の考え方について 
ロボット技術を取り入れた橋梁点検の手順について 
ロボット技術による取得情報の精度確保（参考資料－１：取得情報の要求精度） 

・委員会と指針案の名称ならびに今後の調整について 
３) 第３回委員会（平成 30年 3月 14 日） 

・第２回議事録の確認 
・ロボット技術を取入れた橋梁点検指針（案）の修正案の審議 
・フィールド試験における精度検証結果の審議 

 
(３)指針（案）の骨子 

以下に，指針（案）の骨子を示す。 
① 目的と位置付け：道路橋定期点検要領に基づき，地方自治体におけるロボット技術を取り

入れた橋梁の定期点検を支援 
② 支援内容：ロボット技術を活用した事前の調査により，橋梁の損傷状況を把握し，近接目

視を支援 
③ 対象橋梁形式：損傷の少ない，大規模なコンクリート橋 
④ 点検技術者：ロボット技術の機能を把握し，ロボット技術による支援効果を判断可能な能

力を有する者 
⑤ 点検手順：事前の調査⇒重点的な近接目視範囲の抽出⇒近接目視による点検⇒対策の必要

性判定⇒健全性診断 
⑥ ロボット技術に求める機能：点検情報の取得と記録／重点的な近接目視範囲を抽出するた

表-3.3.2 橋梁点検適用性評価ＷＧ 

役 割 氏  名 所   属 備   考 

メンバー 

羽田野英明 岐阜大学工学部 SIP 実装プロジェクト 

矢島 賢治 大日コンサルタント 

岐阜県建設コンサルタンツ協会 古澤 栄二 テイコク 

溝部 美幸 ユニオン 

加藤 波男 グラン・ソラリス 橋梁点検の専門会社 

加藤 一郎 岐阜県建設研究センター SIP 支援・ICT 普及 

オブザーバー 吉川 知宏 各務原市 フィールド提供者 
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めの判断用資料提供／点検調書作成用の資料提供／記録データの提供 
⑦ ロボット技術に求める性能：各部材の健全性区分がⅡ以上となりうるか否かを判断可能な

こと 
指針（案）の詳細については，（4）項から（14）項で示すものとし，枠内に本文の主旨を，枠

外に解説や背景を示す。 
 

(４)指針（案）の目的 

指針（案）は，橋梁定期点検におけるロボット技術活用の方向性を示すことにより，地方自治

体におけるロボット技術を取り入れた効率的な橋梁点検の実現と，さらなるロボット技術の開発

促進を図ることを目的とした。 
平成 24年の笹子トンネル天井板落下事故を契機に，

道路ストックの老朽化対策の必要性が認識され，平成

25 年度には第三者被害防止のための安全性確認を行

うための集中点検が全国一斉に実施された。さらに，

平成 25 年 6 月には道路法改正により道路管理者によ

る点検が法定化され，平成 26 年 7 月からは道路法施

行規則に基づく 5 年に 1回の定期点検が開始されてい

る。 
定期点検が必要な橋梁は，図-3.3.1 に示すように全国で約 73 万橋にも及び，そのうち約 7

割が市町村の管理となっている。岐阜県内では 2 万橋が市町村の管理する橋梁となっており，

市町村ではあわせて毎年 4 千橋の定期点検を実施する必要がある。 
このような中，市町村を始めとした地方自治体では，インフラ維持管理の財源が十分ではな

く，維持管理に携わる技術者も少ない状況が続いており，建設業界への若者の入職者の減少や，

団塊世代のベテラン技術者の退職もあり，今後，橋梁点検に携われる技術者不足も大きな問題

になると予想される。そのため，地方自治体の橋梁維持管理においては，定期点検の効率化や

コスト低減が大きな課題であり，その対策が急務となっている。また，橋梁点検作業では，交

通規制を伴う橋梁点検車による交通渋滞期間の短縮や，高所における点検作業の安全性確保の

対策も課題となっている。 
一方，国内では内閣府が推進する SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）を始めとし

て，橋梁点検の効率化・高度化を図るための多様なロボット技術の開発が精力的に進められて

いる。岐阜大学では SIP 実装プロジェクトを立上げ，開発された多様なロボット技術を橋梁点

検の支援として実装するための検討を進めている。これまでに，岐阜県内の市町村が管理する

橋梁を利用した5回のフィールド試験において 7種類のロボット技術の実証試験を行うととも

に，プロジェクトに所属するメンテナンス・アドバイザーからの知見を踏まえた適用性の検証

を行ってきた。 
このような先進的なロボット技術が速やかに社会実装されることにより，地方自治体の橋梁

点検における作業の効率化，コストの低減や作業安全性の向上，さらには交通規制の回避によ

る社会的経済損失の軽減につながることが望まれる。しかしながら，地方自治体の法定点検に

おけるロボット技術の活用方法や要求される性能・精度が必ずしも明確化されていないことが，

図-3.3.1 管理者別橋梁数
(道路メンテナンス年報 28より) 
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社会実装上の大きな課題であると考えられる。 
このため指針（案）では，岐阜大学の SIP 実装プロジェクトにおける取組みを踏まえて，橋

梁点検に対する様々な支援効果が期待されるロボット技術について活用の方向性を示すこと

により，地方自治体におけるロボット技術を取り入れた橋梁点検を支援することを目的とした。

また，地方自治体におけるロボット技術の活用の積み重ねにより，その活用ノウハウの蓄積が

進むとともに，実際の点検作業における技術的なニーズがさらに明確化され，将来的な橋梁点

検の効率化とロボット技術のさらなる開発促進に寄与することも期待している。 
 
(５)指針（案）の位置づけ 

指針（案）は，地方自治体が実施する橋梁定期点検におけるロボット技術による支援の考え

方，及び支援を実施する際に配慮すべき基本的な事項を示すものとした。なお，指針（案）に

おける橋梁点検とは，「道路橋定期点検要領，平成 26 年 6 月，国土交通省道路局」（以下，「点

検要領」という。）に基づいて地方自治体が実施する橋梁の定期点検とした。 
国土交通省が管理する橋梁については，「橋梁定期点検要領，平成 26 年 6 月，国土交通省道

路局国道・防災課」において，定期点検の手順や点検に携わる技術者について図-3.3.2に示す

ように規定されている。この要領では，近接目視等による損傷状況の把握は「橋梁点検員」が

行ない，その結果を受けた健全性診断は，より高度な技術を有する「橋梁検査員」が行う体制

と規定している。 

一方，指針（案）で対象とする地方自治体の橋梁点検では，点検要領により定期点検の手順

や点検に携わる技術者は，図-3.3.3 に示すように規定されている。指針（案）では，図-3.3.3

の手順を基本とする点検作業への適用を位置づけた。点検の手順は，基本的に国土交通省が管

理する橋梁の定期点検と同一であるが，「定期点検を行う者」として定義された点検技術者が，

近接目視等による損傷状況の把握から健全性の診断まで，全ての手順を実施する体制となって

図-3.3.2 国土交通省が管理する橋梁の定期点検の手順と技術者 
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いる。 
 

なお，どちらの点検要領においても，健全性は表-3.3.3に示すようにⅠ～Ⅳの 4 段階の区分で診

断することとされている。 
表-3.3.3 部材単位の健全性判定区分 

区 分 措置の基本的な考え方 状   態 

Ⅰ 健全 監視や対策を行う必要のな

い状態 構造物の機能に支障が生じていない状態 

Ⅱ 予防保全段階 状況に応じて，監視や対策

を行うことが望ましい状態 

構造物の機能に支障が生じていないが，

予防保全の観点から措置を講ずることが

望ましい状態 

Ⅲ 早期処置段階 早期に監視や対策を行う必

要がある状態 
構造物の機能に支障が生じる可能性があ

り，早期に措置を講ずべき状態 

Ⅳ 緊急措置段階 緊急に対策を行う必要があ

る状態をいう 

構造物の機能に支障が生じている，又は

生じる可能性が著しく高く，緊急に措置

を講ずべき状態 
 
(６)ロボット技術による橋梁点検支援の基本的な考え方 

指針（案）で規定する橋梁点検の支援とは，ロボット技術が人による近接目視点検を様々な機

能により「支援」することと定義した。その中で，指針（案）においては，ロボット技術を活用

した事前調査に重点を置くこととした。 
ロボット技術を活用した事前調査とは，点検対象とする部材について，ロボット等の眼により

取得した損傷の有無や程度に関する情報に基づき，近接目視を重点的に実施する部材や範囲を点

検技術者が決めることをいう。また，事前調査の信頼性をより高めるために，ロボット技術によ

る打音検査を併用してもよいこととした。 
なお，ロボット技術を活用した事前調査が困難な部材や範囲と，事前調査により損傷が大きい

と判断された部位については，近接目視による重点的な点検を実施するものとした。 

図-3.3.3 地方自治体が管理する橋梁の定期点検の手順と技術者 
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道路橋点検要領では，解説において「近接目視とは，肉眼により部材の変状等の状態を把握

し評価が行なえる距離まで接近して目視を行なうことを想定している」と記載されている。同

要領の説明資料では，この近接目視の必要性について，以下のように説明している。 
① 遠望目視では死角が生じてしまうので，近接目視を実施して，死角となっている箇所で

の損傷を発見する。 
② 遠望目視では，ボルトのゆるみ・脱落は発見不可能である。近接目視にて，高力ボルト

の抜け落ちや，支承アンカーボルトや取り付けボルトのゆるみを発見する。 
③ 遠望目視ではコンクリート変色部の確認はできるが，浮き等の有無を確認することは困

難である。変色部を確認した際，近接目視であれば，触診や打音検査を併用することに

よって正確な診断を行なうことが可能である。 
このことから，点検手法としての「近接目視」は，それまでの橋梁点検で多用されていた遠

望目視では適切な点検が実施されていない部位や損傷が存在したという背景を踏まえて，遠望

目視点検による見落としの排除を目的としていると考えられる。 
また，「橋梁における第三者被害 予防措置要領（案），平成 16 年 3 月，国土交通省道路局国

道・防災課」に基づく点検では，指定範囲に対する近接目視と打音検査，たたき落としが必要

とされている。一方，定期点検の場合は，「近接目視による変状の把握には限界がある場合もあ

るため，必要に応じて触診や打音検査を含む非破壊検査技術などを適用することを検討しなけ

ればならない」とされている。このため，たたき点検は確認された変状に対する追加調査とし

て位置付けられ，変状が見られない箇所へのたたき点検を求めるものではないと考えられる。 
岐阜県では，平成 13 年から全国に先がけて橋梁点検マニュアルの策定と，これに基づいた橋

長 15ｍ以上の橋梁の定期的な点検が開始されている。平成 16 年には点検結果に基づいて予防

保全を目指す長期的な維持管理計画が策定されている。さらに，点検結果の蓄積による橋梁点

検への要求事項の明確化と点検費用縮減の必要性から，平成 22 年には予備点検と詳細点検によ

る 2 段階の定期点検体制が構築された。予備点検は，高度な技術者が現地調査により橋梁全体

の損傷状況を把握するとともに，過去の点検結果等を参考として詳細点検の必要性や次回の定

期点検時期を判断するものであり，詳細点検はマニュアルに規定された全ての点検項目につい

て近接目視により詳細な点検を行うものである。その後，平成 26 年まで 2 段階の定期点検体制

が継続されたが，「道路法施行規則の一部を改正する省令」を受け，現在の点検要領に基づいた

近接目視による点検体制に変更されている。 
図-3.3.4 に示すように平成 26 年度から実施されている橋梁点検の結果では，全国の市町村

が管理する橋梁の約 4 割が「健全である（健全性区分：Ⅰ）」と判定されており，特に新しい橋

梁については健全な橋梁の割合が高くなっている。岐阜県内における橋梁点検の結果からも，

図-3.3.5に示すように市町村が管理する橋梁の約 5 割が健全と判定されている。 
健全度の診断に影響する損傷に対しては，技術者が近接目視により変状を把握する必要があ

るが，事前調査により，近接目視を重点的に実施する範囲を把握することで，効率的な点検作

業が可能となり，橋梁点検車や吊り足場など高価な機材の抑制による点検費用低減とともに，

点検作業の安全性向上，さらには交通規制にともなう社会的な経済損失の低減にもつながると

考えられる。また，近接目視の実施にあたっても，損傷の位置や範囲を事前に把握することに

より，効率的な作業計画の立案が可能となると考えられる。 
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このため指針（案）では，図-3.3.4および図-3.3.5の状況を踏まえ，重点的な近接目視の必

要な損傷を確認するための事前調査を，ロボット技術による橋梁点検の有効な支援策とした。

さらに，事前調査で取得された情報が確実に記録されることにより，点検における見落としの

防止やデータに基づく変状箇所のモニタリングなど，橋梁点検の高度化につながることが期待

される。 
指針（案）においては，ロボット技術による橋梁定期点検支援として事前調査による近接目

視の支援を主体しており，重点的な近接目視範囲を決めることに対してはコンクリートのたた

き点検（打音検査）を必須とはしなかった。しかしながら，ロボットによる打音検査技術の研

究開発も精力的に進められ，実務レベルで十分適用可能な技術も開発されていることから，事

前調査にロボットによるたたき点検が併用できる場合は，画像情報のみによる調査よりも，さ

らに精度の高い損傷状況把握が可能となると考えられる。 
なお，ロボット技術により取得された情報は損傷程度の評価を支援する資料であり，損傷の

評価や重点的な近接目視範囲の判断は，点検技術者が行うものとした。ただし，ロボット技術

や AI（人工知能）を用いた解析技術は著しい進化を続けていることから，橋梁点検への活用の

積み重ねとデータの蓄積により，将来的には近接目視と同等なロボット技術による点検，ある

いは AI による損傷程度の評価支援や健全性の診断支援などが可能となることが期待される。 

図-3.3.4 全国の市町村における橋梁点検状況(道路メンテナンス年報 28 より) 

図-3.3.5 岐阜県内の橋梁点検状況 
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このようなことから指針（案）では，現時点でのロボットによる点検技術の機能水準を踏ま

えて規定し，その技術進歩にあわせて適時，指針（案）を見直すことを想定した。なお，指針

（案）では，橋梁定期点検でのロボットの活用に関する今後について，図-3.3.6のような進歩

を想定した。この図は，横軸を時間（年月）とし，縦軸を点検コストで示したものである。 

ロボット技術を取り入れた橋梁点検では，点検作業の完全代替を目指すとの考えもあるが，

現時点では法定点検への全面的な適用が難しいことや，これまでのフィールド試験結果等を踏

まえると，当面は事前調査に活用することで，ロボット技術の性能更新を促進し，将来的には

診断を含めた完全代替を目指すべきであると考えている。ただし，岐阜大学 SIP 実装プロジェ

クトで実施したフィールド試験では，損傷情報の取得精度等で，近接目視を充分に代替できる

と評価できるロボット技術も確認されている（3.4 項参照）。 
当面の対応では，ロボットによる高度な情報管理を行なうと，現在の点検費用より増加する

ことが考えられる。そのため，ロボットによる高度な情報管理を含まない部分で，現行費用と

同程度以下におさえることが，ロボット活用の当面の対応となると思われる。 
目指している方向としては，ロボットによる高度情報管理を含めても，現行費用と同程度以

下に抑え，点検技術者による点検照査と健全性診断だけが残るというような状況を考えている。

この段階では，当然なこととして，AI 等による点検支援や診断支援を含めた体制構築が必要と

なると思われる。今後，高度情報管理の促進するため，一連の調査・設計・施工・維持管理で

高度情報管理をおこなう体制を整備するとともに，維持管理では過去の点検記録との比較を重

視するような体制を構築することが望ましい。 
 
(７)指針（案）で対象とした橋梁形式 

指針（案）では，コンクリート橋の点検を対象とした。 
これまでに実施されたフィールド試験や現場検証の結果から，各種のロボット技術による橋

梁点検の支援の可能性は確認されているものの，実際の点検作業を取り巻く多様な作業環境（橋

梁形式，立地場所，気象など）に対する有効性が全て検証されているわけではない。 
このため指針（案）では，現時点における各種ロボット技術の機能や精度を前提として，橋

梁の形状が単純でありロボット技術による橋梁点検の支援の可能性が高いと想定されるコンク

技術者による
近接目視点検

調書作成

技術者による
健全性診断

現 在

技術者による
近接目視点検

調書作成

技術者による
健全性診断

当面の対応 目指している方向

技術者による
点検照査

ロボットによる
近接点検
調書作成

ロボットによる
高度情報管理

時間

コ
ス

ト

技術者による
健全性診断

ロボットによる
高度情報管理

ロボットによる
事前の

近接点検

点
検

診
断

ＡＩ
等
に
よ
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支
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図-3.3.6 ロボット技術を取り入れた橋梁点検の将来像 
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リート橋を対象とした。また，点検時の現場環境についても，ロボットの稼働に適した状況に

おける活用を前提とした。 
図-3.3.4 に示したように，建設後 20 年以内の比較的新しい橋梁では健全性区分がⅠと判定

される橋梁の割合が多いことから，事前調査による支援効果が高いと考えられる。また，前回

の近接目視による橋梁点検において健全性区分がⅠもしくはⅡと判定された橋梁については，

損傷の進行状況を事前調査で確認することにより，近接目視を重点的に実施する範囲の限定が

可能と考えられ，その支援効果が期待される。 
特殊な構造のコンクリート橋では，狭隘な構造部位等，現在のロボット技術では事前調査が

困難な部材や箇所が存在することも想定される。このため，指針（案）の活用にあたっては，

点検の対象となる橋梁や現場の状況を具体的に把握し，ロボット技術の適用性や，稼働時の制

約条件，費用面を含めた活用効果を踏まえ，ロボットによる橋梁点検支援の可能性を総合的に

判断する必要がある。 
なお，鋼橋のコンクリート床版については，指針（案）を準用してもよいことを解説に記載

した。これは，岐阜大学 SIP 実装プロジェクトでは，鋼橋のコンクリート床版に対するロボッ

ト点検のフィールド試験を 1 件のロボット技術（球殻ドローン）を実施したのみであり，本文

への記載は実証不足のため，見送ることとした。そのフィールド試験の経験から，指針の準用

は可能と判断しているが，鋼橋のコンクリート床版では，下横構の狭隘な部位を通過して点検

個所に近接する必要があるので，使用する技術の適用可否を十分に確認する必要があると考え

ている。 
 
(８)ロボット技術による点検の体制 

ロボット技術による支援を取り入れた橋梁点検を行う点検技術者は，「道路橋の定期点検を適

正に行うために必要な知識及び技能」とともに，「個別のロボット技術の機能を把握し，その支

援効果を判断できる能力」を有する者と定義した。 
ロボット技術は，点検技術者の判断に必要な情報の取得と提供を目的とするものであり，損

傷状況の把握と損傷程度の評価，および当該損傷に対する近接目視の重点的な実施の判断は，

点検技術者が行う。このため，点検技術者は，橋梁の状況とロボット技術が取得した情報を基

に，損傷に対する重点的な近接目視の実施を総合的に判断する能力を有する橋梁の専門家等（橋

梁に関する材料的，構造的および歴史的な知識を有し，鋼やコンクリートの劣化に関する診断，

評価の技術を併せ持つ技術者，または学識経験者）とすることが望ましい。 
また点検技術者は，ロボット技術による点検支援の可能性を総合的に判断するとともに，適

切な点検計画を立案する必要がある。このため，点検技術者にはロボット技術の機能を把握し

た上で，点検対象の橋梁や現場の状況をもとに，ロボット機能の適用性や稼働時の制約条件，

作業の安全性，さらには費用面を含めた活用効果を判断するための見識が求められる。 
ロボット技術を点検支援に活用する場合，ひび割れ等の微細な損傷の検出精度の設定には，

ロボットに搭載するカメラの能力と，撮影した画像の後処理や保管までを総合的に考慮する必

要がある。損傷の検出精度を高めると撮影範囲が狭くなるので写真枚数が増加し，広範囲の損

傷把握用のつなぎ写真作成等の後処理作業が増えるとともに，画像データの保管対応も課題と

なってくる。また，カメラ撮影位置を構造物により近づける必要があり，ロボット操作の難易
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度が増し，作業時間も増加することになる。このようなことから，点検技術者には，ロボット

技術を取入れた橋梁点検の特性に関する知識も求められる。 
橋梁点検に使用するロボットの操縦に専任のオペレータが必要な場合，点検技術者と専任オ

ペレータは，橋梁の構造特性，点検範囲や順序，点検精度の確保等について，事前に入念な打

合せを行い，点検漏れが発生しないようにする。また，専任オペレータは，構造物に近接した

状況でのドローン操縦に優れた技量を有するとともに，橋梁近傍での風の乱れや GPS 環境と非

GPS 環境での操縦環境の変化にも柔軟に対応できる能力を有するものとする。 
 
(９)ロボット技術を取り入れた橋梁点検の手順 

ロボット技術を取り入れた橋梁点検は，以下の手順を基本とした。 
① 点検技術者は，橋梁点検計画を立案し，道路管理者の確認を得る。 
② 点検技術者は，ロボット技術により，事前調査情報を取得する。 
③ 点検技術者は，事前調査情報を記録し，橋梁の損傷状況を把握・評価するための資料を作

成するとともに，取得情報を第三者が確認可能な形態で整理する。 
④ 点検技術者は，事前調査情報を整理した資料をもとに損傷程度を評価し，当該損傷に対す

る重点的な近接目視範囲を抽出する。 
⑤ 点検技術者は，近接目視のための作業計画を立案する。 
⑥ 点検技術者は，近接目視による点検を行う。 
⑦ 点検技術者は，近接目視による点検結果及びロボット技術により取得・記録された情報を

基に損傷状況を把握する。 
⑧ 点検技術者は，損傷状況をもとに対策の必要性を判定する。 
⑨ 点検技術者は，部材単位及び橋梁全体に対する健全性の診断を行う。 
⑩ 点検技術者は，点検結果を，点検要領あるいは道路管理者が定めた様式に基づいて記録す

る。 
ロボット技術を取り入れた橋梁点検の手順を図-3.3.7 に示す。 
点検技術者は，点検計画の立案にあたって，ロボット技術の機能と橋梁の状況を把握した上

で，ロボット技術による支援効果を確認し，これを踏まえた橋梁点検計画書を立案，作成する。

また，ロボット技術による事前調査の範囲，採用するロボット技術の取得情報精度とその確認

方法，およびロボット作業の安全性確保手段についても点検計画書に記載し，道路管理者の確

認を得る。 
点検技術者は，ロボット技術による事前調査結果について，情報が確実に取得されているこ

とを確認し，取得漏れがあった範囲については，重点的な近接目視の対象範囲とする。 
ロボット技術による事前調査手法の参考として，国土交通省の「次世代社会インフラ用ロボ

ット開発・導入検討会」において提示されているロボット技術による橋梁点検の支援イメージ

を図-3.3.8 に示す。 
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橋梁点検の事前調査に活用できるロボット技術の多くは，表-3.3.4 のように大別できる。ロ

ボット技術は開発思想により，損傷部の検出を現場で行なうか，専任オペレータが取得したデ

ータを点検技術者あるいはロボットが後で検出するかの違いによって，非損傷部の記録方式，

映像記録方式，データ量に大きな違いがある。なお，各ロボット技術が得意とする点検部位や

使用条件等も異なるため，複数のロボット技術を上手く組み合わせて用いることで，それらの

導入の効果をさらに高めることが可能となる。 
点検技術者は，表-3.3.4に示したような違いを充分に理解して使用するロボット技術を選定

した上で，点検部位に応じたロボット技術の使い分け等を踏まえた点検計画を立案する必要が

ある。 
 
 
 
 
 
 
 

ﾛﾎﾞｯﾄ技術を用いた
事前調査の実施

整理データによる
損傷状況の把握

• 損傷状況の把握
• 遠望目視による追加調査
• 重点的な近接目視範囲

対策区分の判定

健全性の診断

• 補修等の必要性判定
• 緊急対応の必要性判定
• 維持工事対応の必要性判定
• 詳細調査の必要性判定

• 部材単位の健全性診断

損傷区分：

重点的な近接目
視範囲の抽出

部材単位区分：
Ⅰ/Ⅱ/Ⅲ/Ⅳ

橋毎の健全性：
Ⅰ/Ⅱ/Ⅲ/Ⅳ • 道路橋毎の健全性診断

近接目視等の
実施

ロ
ボ
ッ
ト
技
術
に
よ
る
点
検
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援

道
路
橋
定
期
点
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要
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定期点検を行う者
（点検技術者）

道路橋の構造や部材
の状態の評価に必要
な知識および技能

＋

ロボット技術活用に
関する知識

損傷状況の把握
• 損傷状況の把握
• 損傷程度の評価

点検計画

点検結果の記録

損傷状況の
データ整理

• ロボット技術の適用性確認
• 橋梁の状況に応じた点検計画

• 点検調書の作成

• 近接目視による損傷確認

近接目視の
作業計画

ロボット技術

点検計画の確認

道路管理者

• ロボット技術の精度確認
• 点検費用の妥当性確認

近接目視
計画の確認

図-3.3.7 ロボット技術を取り入れた橋梁点検の手順 
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表-3.3.4 橋梁点検ロボット技術の分類 

 ロボットカメラ系 ドローン系 

ロボット操縦 点検技術者 専任オペレータ 

開発思想 近接目視点検の代替 点検の高速化 
点検，損傷図等作成の効率化 

損傷検出 現  場 室  内 

非損傷部の記録 非損傷部は記録せず 
（記録はできるが効率低下） 

損傷の有無に関わらず 
全面的に撮影 

点検漏れ等 照査不可 照査可能 

記録映像 
写真が主体 
 損傷パネル写真 
 損傷部の拡大写真 

ビデオ撮影⇒損傷画像抽出 
  抽出作業の合理化 
写真撮影 ⇒近接画像 
  損傷パネルとのリンク 

記録容量 ドローン系に比べ小 
（損傷部のみ） 

大 
（非損傷部含む） 

 
 
 

図-3.3.8 ロボットによる点検支援イメージ 
（次世代社会インフラ用ロボット開発・導入検討会報告書より） 
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(１０) ロボット技術の必要機能の確保 

橋梁点検の支援のためのロボット技術には，以下の機能を確保する。 
① 点検情報の取得 
② 点検情報の記録 
③ 重点的な近接目視実施範囲を抽出するための資料の提供 
④ 点検調書作成のための資料の提供 
⑤ 点検時の橋梁状況を記録したデータの提供 

国土交通省の「次世代社会インフラ用ロボット開発・導入検討会」の報告書では，ロボット

技術による支援機能と効果，支援イメージは，表-3.3.5，表-3.3.6 のように整理されている。 
表-3.3.5 点検を支援する際のロボット技術の主要な働き 

支援機能 概要 

行く 人が近接することが困難な点検箇所へ近接する 

見る・撮る 写真や動画等を取得する 

検出する 損傷を見つけ出し，必要な情報（寸法や損傷の状態）を把握する 

記録する 損傷の程度や位置等を確認しやすく整理する 

 

表-3.3.6 ロボット技術による支援の効果 

効果 支援内容 

重点点検箇所の把握 
全体的な損傷状況の事前把握 

重大損傷の早期発見・対策 

点検調書作成の効率化 写真データへの情報付加（位置，時間） 

多様な情報の取得（平面・立体モデル） 

情報の時系列比較 経年変化の確実な把握 

点検作業の安全性向上・効率化 近接困難箇所における近接目視の必要性判断 

指針（案）では，上記を参考に，橋梁点検支援のためのロボット技術について，その構成機

器（ドローンやロボットカメラ等）およびシステムに対して求められる機能を以下のように定

義した。 
① 点検情報の取得 

点検情報の取得とは，損傷状況を確認する部材に近づいて，写真や動画等を撮影する，

あるいは，たたき点検等の非破壊検査を行う機能である。 
取得した写真や動画の解像度については，点検技術者による損傷状況の把握と，近接目

視点検の必要性判断に必要な精度を有している必要がある。たたき点検等の非破壊検査の

情報については，点検技術者がこれをもとに損傷程度を評価するに十分な精度を有してい

る必要がある。 
また，事前調査では近接目視が必要な損傷を漏れなく捕捉することが求められている。

一方，単一のロボット技術により，全ての部材や箇所の調査が困難な場合には，複数のロ

ボット技術を組み合わせた事前調査方法も想定される。このため，それぞれのロボット技

術について，事前調査が可能な条件が明示されるとともに，その範囲内では損傷を確実に

捕捉可能な性能を有している必要がある。 

Ⅲ-34



第３章 SIP 維持管理技術の実装支援 
 

② 点検情報の記録 

点検情報の記録とは，取得した写真や動画あるいは非破壊検査の情報を確実に記録する

とともに，適切に整理する機能である。 
ロボット技術による点検の支援を行う場合には，調査対象の部材範囲全体について，個

別の損傷の状況や分布，損傷の見られない範囲を確認可能な情報を記録する必要がある。

また，ロボット技術による調査では，従来の点検に比べて大量のデータが取得されるため，

必要な情報を容易に抽出できるような機能が必要である。 
③ 重点的な近接目視実施範囲を抽出するための資料の提供 

重点的な近接目視実施範囲を抽出するための資料の提供とは，点検技術者が損傷状況を

把握し，近接目視点検の重点的な実施を判断するために必要な資料を提供する機能である。 
ロボット技術に対する点検技術者による現場での情報取得指示や，ロボット技術で取得

した情報の現場での確認が困難な場合には，写真等の位置関係を明確化して，点検技術者

が部材範囲を漏れなく確認することを可能とする資料が必要である。 
④ 点検調書作成のための資料の提供 

点検調書作成のための資料の提供とは，指定様式に基づいた点検調書作成の効率化を図

るための資料である。 
例として，損傷図作成を支援するためには，部材範囲の全体の損傷状況が確認可能なつ

なぎ写真が有効である。また，点検調書における損傷状況写真を抽出するためには，撮影

部位の位置や範囲をわかりやすく整理した写真などが有効と考えられる。 
⑤ 点検時の橋梁状況を記録したデータの提供 

点検時の橋梁状況を記録したデータの提供とは，点検調書に記述されていない健全な部

材範囲も含めて，点検時における損傷の有無や状況を確実に記録したデータの提供である。 
このようなデータが蓄積されることにより，損傷進行等の経年変化の把握が可能となる。

また，場所や時間の属性が付加された写真データ，平面あるいは立体のモデルデータなど，

将来の活用に向けたデータの蓄積が望まれる。なお，現時点では保存すべきデータの内容

や形式は標準化されていないが，次回以降の点検技術者が容易にデータを参照できるよう，

一般的なデータ形式の採用や，特殊なデータ形式については参照するためのビューワを合

わせて納品するなどの配慮が求められる。 
なお，単一のロボット技術では，上記の各機能を全ての部材に対して提供できない場合があ

る。また，橋梁によってはロボット技術による調査が困難な部材や範囲も想定される。このた

め，点検にあたっては，各種ロボット技術の機能を把握した上で，現地踏査により対象橋梁や

周辺の状況を確認し，複数のロボット技術の組合せや，ロボット技術による調査範囲の限定な

どを含め，綿密な点検計画を作成する。 
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(１１) ロボット技術による取得情報の内容と精度 

ロボット技術では，各部材の健全性区分がⅡ以上（Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ）となり得る損傷であるか否か

が判断可能な損傷の種類とその状況に関する情報を取得する。道路管理者は，検出すべき損傷の

種類，損傷の種別単位に必要な精度，調査範囲に対する取得情報の確実性について仕様書等に提

示する。 
ロボット技術による橋梁点検の支援においては，点検技術者はロボットが取得した情報を基

に損傷の状況を確認するとともに，重点的な近接目視を実施するために損傷程度を評価する。

損傷としては，｢橋梁定期点検要領｣（平成 26 年 6 月：国土交通省道路局国道・防災課）に示さ

れる表-3.3.7のような種類がある。 
    表-3.3.7 損傷の種類     

材
料

番
号 損傷の種類  材

料
番
号 損傷の種類  材

料
番
号 損傷の種類 

鋼

1 腐食  

そ
の
他

13 遊間の異常  

共 
 
 
 
 
 

通

10 補修・補強材の損傷 
2 亀裂  14 路面の凹凸  18 定着部の異常 
3 ゆるみ・脱落  15 舗装の異常  19 変色・劣化 
4 破断  16 支承部の機能障害  20 漏水・滞水 
5 防食機能の劣化  17 その他  21 異常な音・振動 

コ
ン
ク
リ
ー
ト

6 ひびわれ      22 異常なたわみ 
7 剥離・鉄筋露出      23 変形・欠損 
8 漏水・遊離石灰      24 土砂詰まり 
9 抜け落ち      25 沈下・移動・傾斜 
11 床版ひび割れ      26 洗掘 
12 うき         

 

指針（案）の作成では，重点的な近接目視の実施は，点検技術者が損傷の状況や損傷の程度

から総合的に判断するものとするが，部材の健全性区分がⅡ以上と想定される場合を基本とす

ることが望ましいと判断した。このようなことから，ロボット技術により，「各部材の健全性区

分がⅡ以上となり得る損傷であるか否か」が判断可能な損傷の種類とその状況を取得するよう

に規定した。 
各部材の健全性は，単一もしくは複数の損傷程度から判断されるため，道路管理者は，検出

すべき損傷の種類や，損傷の種別単位に必要な精度を仕様書等により提示するとともに，事前

調査における情報の取得漏れを防止するため，調査範囲に対する取得情報の確実性についても

提示するよう規定した。 
なお，点検要領においては，表-3.3.3に示したように部材単位の健全性をⅠ～Ⅳの区分に判

定することとしているが，個別の損傷の程度から健全性を判定する手順については明示されて

いない。このため，取得情報に対する損傷程度識別の要求精度については，道路管理者は自ら

が定めた点検マニュアル等に基づいて提示することが望ましい。道路管理者において健全性判

定の目安が示されていない場合は「橋梁定期点検要領，平成 26 年 6 月，国土交通省道路局国道・

防災課）」を要求精度の参考とすることも可能である。 
岐阜県では，平成 13 年から橋梁の定期点検が継続されており，その点検結果を踏まえて点検

要領に基づいた橋梁点検マニュアルが策定，運用されている。同マニュアルでは，部材単位の

健全性を判定するために，損傷の程度の目安が示されている。例えば，PC 主桁については，幅

が 0.3mm 以上のひび割れ損傷が確認されると「大きなひび割れが発生」と判断され，これに基
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づいて部材の健全性区分がⅡと判定される。一方，幅が 0.3mm 未満のひび割れについては「小

さなひび割れが発生」と判断され，部材の健全性区分はⅠと判定される。このため，ロボット

が取得した情報に対しては，写真もしくは映像により幅 0.3mm 程度のひび割れを確実に検出で

き，ひび割れの幅が 0.3mm 以上であると判断可能な精度が最低限の精度として要求される。 
なお，指針（案）に沿った取得情報の要求性能の提示については，指針（案）作成の委員会

の責任範疇外のため，別組織の検討会で作成した「各務原大橋点検方法検討会報告書，平成 30
年 4 月」に掲載して参考できるように配慮した。そこには，岐阜県の橋梁点検マニュアル（平

成 28 年 3 月 岐阜県県土整備部 道路維持課）に基づいた取得情報の要求性能の提示例と，各

務原大橋のフィールド試験において実施した各ロボット技術の評価結果も示すものとした。次

項でその提示例を示す。 
また，ロボット技術により取得される情報の精度については，第三者による精度検定が将来

的には期待されるが，多様な技術開発が進行している中，現時点では困難である。このため，

採用するロボット技術について，点検技術者が事前に精度を確認するとともに，確認された精

度及び確認方法を点検計画書に記載し，道路管理者の確認を得ることで，取得された情報の精

度を確保する手法が考えられる。しかしながら，土木技術者が少ない地方自治体では点検計画

の妥当性確認が困難な場合も想定される。このような場合には，研究機関（大学等）や都道府

県における市町村の支援機関（技術センター等）に対して助言を求めることも有効である。 
 

(１２) 岐阜県橋梁点検マニュアルによる要求精度提示例 

ここでは，岐阜県橋梁点検マニュアルに基づき，コンクリート橋を対象とした場合の取得情

報の要求精度の提示例を示す。点検技術者が橋梁の各部材の健全性を判定するために求める情

報を表-3.3.8に，ロボット技術が提示すべきデータを表-3.3.9に示したように整理し，それぞ

れの取得情報の要求性能を，表-3.3.10 に示すように提示した。但し，岐阜県橋梁点検マニュ

アルでは，健全性区分 I を Ia と Ib に分類しており，これを判別する要求性能を考慮した。 
表-3.3.8 点検技術者が求める情報 

位置 発生位置によって，同じ損傷であっても，それが「橋の構造上，致命的な影響を及ぼ

しかねない重大な異常なのか」，緊急性の評価および原因推定の判断材料に利用する。 

範囲 発生している範囲(全体 or 局所，粗 or 密)によって，その損傷が橋に与える影響度を考

慮し，緊急性の評価および原因推定の判断材料に利用する。 

方向 
(パターン) 

ひび割れは，発生している方向やそのパターンによって，原因推定の重要な判断材料

となり，緊急性の評価の判断材料にも利用する。(水平，鉛直，鋼材方向，直行方向，

網目状) 

大きさ 
損傷の大きさによって，橋に与える影響度を考慮し，緊急性の評価および原因推定の

判断材料に利用する。(ひび割れについては，幅 W，長さ L，ひび割れ以外は，面積 A，

長さ L) 

量 桁遊間や支承移動量等の変位量によって，橋に与える影響度を考慮し，緊急性の評価

および原因推定の判断材料に利用する。 

原因 漏水や遊離石灰等，水の経路によって，原因推定の重要な判断材料となり，緊急性の

評価の判断材料にも利用する。 
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表-3.3.9 ロボット技術が提示すべきデータ 

位置 部位，部材のどの位置に発生しているのか，全体のうちの発生位置や他の部材との位

置関係がわかる写真 

範囲 発生している範囲の全体像がわかる写真 

方向 
(パターン) 発生しているひび割れ方向やパターンの全体像がわかる写真 

大きさ ひび割れについては，幅 W，長さ L，ひび割れ以外は，面積 A，長さ L のスケールが

わかる写真 

量 相対的な変化量がわかるように基準となるものとの位置関係がわかる写真 
明らかに動きがわかるような変化量については，動画も有効 

原因 漏水や遊離石灰等，水の経路がわかる写真 

 
なお，表-3.3.10 に示した計測性能の「ひび割れ幅」の誤差（0.1mm）については，大きす

ぎるので 0.05mm にすべきとの考えもあった。しかしながら，現時点でのロボットに装着した

カメラ能力では，0.05mm 単位でのひび割れ幅の識別が難しいこと，準用した岐阜県橋梁点検

マニュアルでは，0.3mm のひび割れ幅を閾値としており，0.2mm（最小検出ひび割れ幅）＋

0.1mm（誤差）であれば，その閾値を確実に検出できることから，このような性能規定とした。 
  

表-3.3.10 ロボット技術による取得情報の要求性能 

要  求  内  容 検証方法 

検
出
機
能 

有 無 損傷の種類を認識できる。 
左記の項目について確認で

きる写真や損傷図が提供さ

れること。 
提供された写真や損傷図が，

近接目視により作成された

損傷図と比較して，損傷の位

置，範囲，方向が概ね一致し

ていること。 

位 置 
損傷箇所と他の部材との位置関係をスケッチできる程度に検出で

きる。 

範 囲 
損傷の範囲について，「局所的」あるいは「広範囲」を判断できる

ような全体像を検出できる。 
方向 

（パターン） 
損傷の方向性（水平，鉛直，斜め，鋼材方向，直交方向）あるいは

パターン（網目状）を検出できる。 

原因 
漏水や遊離石灰等，水の影響が懸念される損傷について，水の侵入

経路や発生源を検出できる。 

計
測
性
能 

大きさ 

【ひび割れ幅】 
0.2mm 以上のひび割れ幅を 0.0～0.1mm 以内※の誤差で計測でき

る。 

近接目視により作成された

損傷図に記載された損傷，あ

るいは人工的に作成した精

度検証指標の計測結果が，概

ね左記に示す許容誤差の範

囲内であること。 

【ひび割れ長さ，剥離，鉄筋露出，漏水等】 
5cm 以内の誤差で計測できる。 

（長さ L = 〇〇〇cm，面積 A = 〇〇cm ×〇〇cm） 

量 桁遊間や支承の変位を，10mm 以内の誤差で計測できる。 
※ 幅 0.3mm のひび割れ幅の検知漏れがないように，以下のような性能とする。 

0.2mm のひび割れ幅に対して，測定結果を安全側に 0.3mm（0.2mm＋誤差 0.1mm）と出力することは許容する。 
0.3mm のひび割れ幅に対して，測定結果が危険側に 0.2mm（0.3mm－誤差 0.1mm）とすることは許容しない。 
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(１３) ロボットが取得したデータの記録 

ロボット技術を活用した事前調査では，ロボットが取得した情報に基づいて，点検技術者が近

接目視を重点的に実施する部材や範囲を決定する。このため，道路管理者は，ロボット技術を取

り入れた点検業務では，近接目視を重点的に実施する部材や範囲の決定に対する根拠（エビデン

ス）として，ロボットが取得したデータの保管・蓄積をしなければならない。蓄積されたデータ

は，次回の橋梁点検における重要な資料として，さらには AI 活用など今後の技術開発の基礎資

料としても活用できる。一方，ロボットが取得した情報以外にも，使用した技術の概要や点検対

象とした橋梁の概要，ロボット技術活用の効果と問題点などについても，今後の活用効果向上や

更なる技術革新のための参考として，その記録を残すことが望ましい。 
ロボット技術を取り入れた点検業務では，多様かつ膨大なデータが取得される。国土交通省

では，蓄積すべきデータの標準化について検討が進められているところであるが，現時点では

詳細が明らかとはなっていない。このため，ロボットが取得したデータの納品にあたっては，

近接目視の重点的な実施部材や範囲の決定について，第三者が検証できるようデータの整理方

法や一般的なデータ形式の採用などに配慮する必要がある。 
また，残すことが望ましいロボット点検の利用記録は，以下のような事項である。 
① ロボット技術の能力に関する資料 

ロボットによる点検では，搭載するカメラの能力と，構造物とカメラとの離隔が，点検

精度や作業効率に大きく影響する。今後の積算資料の参考となるように，ロボット技術の

能力に関する資料として，以下の資料を残すことが望ましい。 
・点検ロボット技術名称 
・最小ひび割れ幅の検知能力（その点検で検知対象とした最小ひび割れ幅） 

② 橋梁構造に関する資料 

ロボットによる点検では，構造部位の大きさや部材相互の離隔などが，ロボット点検作

業の効率や精度に影響を及ぼす。そのため，ロボット点検を実施した範囲の構造がわかる

ような構造一般図や点検対象範囲，点検対象規模（橋面積，下部工基数と下部工点検対象

面積）等を示した資料を残す。 
③ 使用環境に関する資料 

ロボットによる点検では，従来型の橋梁点検に比べて天候の影響を受けやすい。そのた

め，ロボットによる点検を実施した日の降雨状況や，風速などの情報を残す。 
④ ロボット技術を活用した効果 

ロボット技術を活用したことで，従来の目視点検では得られなかったような効果が得ら

れた場合は，その効果を記録する。 
⑤ ロボット技術を活用した問題点 

ロボット技術を活用したことにより発生した当初想定していなかった問題点等を記録す

る。 
⑥ 事前調査結果と近接目視点検結果との齟齬があった場合の記録 

事前調査結果を踏まえて実施した近接目視点検において，事前調査結果と齟齬が発生し

た場合には，その要因を明らかにして記録として残し，以後の活用や技術改良に役立たせ

る。 
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第３章 SIP 維持管理技術の実装支援 
 

 
(１４) 将来的な指針改定への提言 

指針（案）は，岐阜大学における SIP 実装プロジェクトの研究活動の一環として，SIP におい

て開発された各種のロボット技術を，地方自治体における橋梁点検の支援技術として，社会実装

するために策定したものである。このため，指針（案）では SIP において開発されたロボット技

術を中心に想定しているが，これ以外のロボット技術についても指針に沿った活用が可能であ

る。今後のロボット技術開発の進展に伴い，より高度な機能が実現された場合には，本指針を参

考としてあらたな活用方法を検討していただきたい。 

橋梁点検に関するロボット技術の例として，岐阜大学 SIP プロジェクトのフィールド試験に

参加した以下のロボット技術ついて，「各務原大橋点検方法検討会報告書，平成 30 年 4 月」に

掲載して参考できるように配慮した。 
① 二輪型マルチコプタを用いたジオタグ付近接画像を取得可能な橋梁点検支援ロボットシ

ステムの研究開発 
② 近接目視・打音検査等を用いた飛行ロボットによる点検システムの研究開発 
③ 橋梁点検ロボットカメラ等機器を用いたモニタリングシステムの創生 
④ 橋梁など道路インフラの点検支援システムの研究開発（可変ピッチドローン） 
⑤ 橋梁点検カメラシステム「視る・診る」 
⑥ 橋梁・トンネル用打音点検飛行ロボットシステムの研究開発 
⑦ 橋梁の打音検査ならびに近接目視を代替する飛行ロボットシステム 
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